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１．はじめに 

国土交通省では港湾工事等の発注において総合評価

落札方式を適用し, 価格と価格以外の要素を総合的に

評価して落札者を決定している. 

本稿では、総合評価落札方式適用の経緯と関東地方

整備局港湾空港関係工事における実施状況を述べる.  

２．総合評価落札方式の導入と改善の経過 

従来, 公共工事は価格のみによる競争が中心であっ

たが, 公共投資が減少する中で受注をめぐる競争が激

化し著しい低価格による入札が急増するとともに, 工

事中の事故や粗雑工事の発生, 下請業者や労働者への

しわ寄せ等による公共工事の品質低下に関する懸念が

顕著となっていた. このような背景を踏まえて平成17

年4月に「公共工事の品質確保の促進に関する法律」

が施行され総合評価落札方式（施工体制確認型）が導

入された. 落札者を決定するための指標である評価値

は技術評価点を入札価格で除して求めるが図-1のよう

に技術力が同等であれば安価な方, 価格が同等であれ

ば技術力が高い方の評価値が高くなる.  

 

図-1 評価値算出のイメージ 

(1)二極化による改善 

 平成21年度以降はほぼ全ての工事で総合評価落札方

式が適用され標準的な落札者決定方式として定着した

一方で技術提案の審査・評価に要する競争参加者・発

注者双方の負担の増加等から技術的工夫の余地が大き

い工事を対象に技術提案を求めるものとし, 平成25年

度より施工能力を評価する型と施行能力に加え技術提

案を求めて評価する型に分ける「二極化」により手続

き等を簡素化する改善を図っている（図-2）.  

 

図-2 二極化の概要 

(2)担い手の育成・確保 

 建設業は、東日本大震災に係る復興事業や防災・減災,

老朽化対策などの担い手として, その果たすべき役割

は益々増大している. 一方で離職者の増加や若手入職

者の減少等により将来の工事の担い手不足等が懸念さ

れる状況もあり, インフラの品質確保とその担い手の

中長期的な育成・確保を図るため, 平成 26 年 6 月に

「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改

正する法律」が施行された。主な対応として, 担い手確

保に資する地域企業の受注機会の確保を図るために実

績による加点比率を下げたチャレンジ型, 評価の柔軟

性を確保し実績による評価固定化を回避するために施

行計画評価を点数化する施工計画重視型を選択肢とし

て追加した. また, 受発注者双方の労力軽減のため, 

条件を満たす 2 以上の工事において, 提出される技術

資料（技術提案, 施工計画含む）の内容を同一とし一括

審査できるものとした. さらに, 担い手となる若手技

術者（有資格で 40歳未満の者）を育成・確保しつつ品

質を確保することができる工事を対象に, 若手技術者

を監理技術者として登用し技術指導者を配置させる方

式を適用するものとした.  
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３．関東地方整備局港湾空港関係工事の実施状況 

(1)実施の経緯 

 平成 17年度から標準・簡易型の適用を始め, 18年度

から施工体制確認型で実施, 25年度から二極化による

型式に区分, 27 年度からチャレンジ型, 施行計画重視

型及び一括審査方式を適用し, 31年度から若手技術者

の登用を認めている.  

(2)令和 2 年度の実施状況（令和 3年 2 月末現在） 

 44 件全ての契約工事で総合評価落札方式（施工体制

確認型）を適用し, 施工能力評価型 17 件, 技術提案評

価型 27件, チャレンジ型と施行計画重視型も着実に実

施しており, 一括審査方式は 5組（10件）で適用して

いる（図-3）. なお, 調査基準価格を下回る価格で入

札を行った者との契約は行われていない. 

 

図-3 総合評価落札方式の実施状況 

４．技術提案を求めるうえでの取り組み 

 企業の優れた技術力の活用で公共工事の品質を高め

ることを期待し, 技術的課題に関する施工上の工夫等

の技術提案を求めて技術力を評価することから, 提案

の有効性を高めるため以下の取り組みを実施している.  

(1)提案可能な内容の明確化 

 契約後に協議して実施方法を決定する提案及び安全

に実施できない提案は不採用とすること, ｵｰﾊﾞｰｽﾍﾟｯｸ

（過度な技術提案）及び標準的な項目に該当するもの

は加点評価しないことなど技術提案を記載する際の留

意事項を明確に示す工夫をしている.  

(2)現場条件の把握 

 岸壁築造等の工事では現場条件を把握した上での施

工が重要である. 隣接する岸壁が供用中で利用船舶の

接岸があること, 近接する航路を大型船が航行するこ

と, 支持層が変化することを踏まえて施工の品質向上

を図る必要がある等, 技術提案を求める背景を丁寧に

記載することに努めている（写真-1）.  

(3)工事安全の確保 

 空港の夜間工事では空港運用に支障を与えないこと

が重要であり, 施工機械が作業員や空港施設に近接す

ることが想定されること, 時間内で滑走路・誘導路を

確実に開放する必要があることなど, 夜間工事特有の

留意事項を同様に記載することとしている（写真-2）.  

 

写真-1 岸壁のジャケット据付 

 

写真-2 空港の夜間舗装 

５．終わりに 

 総合評価落札方式の適用から約 15年が経過した. 関

東地方整備局港湾空港関係工事では主に標準案に基づ

き予定価格を作成する方式を適用している. 今後は技

術提案に基づき予定価格を作成する AⅠ・AⅡ・AⅢ型や

設計段階から施工者が関与する ECI 方式も工事内容を

踏まえた上で適用するなど, 引き続き社会情勢に応じ

た改善を行うこととしている.  
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